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1〕 具体的には,資 金の使途,貸 出期 間,信 用 リス クなどの点で同 じ条件 の融資 で も,金利 をはじ
め として,大 企業に比 較 して中小企業が不当 に不利 な条件での借 り入れを強い られている状況 を
さす。 この場合,表 面 金利の格差 よ りも,む しろ 「拘束性預金」 を要求する ことによる実質 金利
の格差の発生のほ うが深刻である。
2)売 上高 に占め る長期 借入金の割合 は,企 業規模 と正の相関を持つ。企業規模 が大 きければ大き
い程,長 期借入 も容易になる。

































資先 として位 置づ け られ て,金 融緩和期 に0み 融資 の対象 とな った。
大企業 にとっては.金 融市場か らの直接 の資金調 達 もまた可能で あるが,法
的制約のために,中 小企業 には こうした可能性はほ とん ど残 されてい なか った。
それゆ え,中 小企 業の資金調達 は どうして も金融機 関 に依存 す ることになった。
冷
.しか しなが ら,市 場 への銀行 の新規 の参入が制限 され,金 融機 関が寡 占的体質
を有 してい る状況の下では,中 小企業 の金融機関 に対す る交 渉力 は微弱で あっ
た。
中小企 業が このよ うな限界貸 出:先的な位置 に置かれ ていた こ とは,全 国銀
行4》の,大 企業向け,中 小企業向 けの貸出残高の増減か ら読み取 る ことがで き
る。高度成長期におけ る全 国銀行 の大企業向 け貸 出残高の増分 は,好 況期 には
上昇 し,不 況期 には減少 している。 それ に対 して,中 小企 業向 け貸付 の増分 は,
これ とは逆 の動 きを示 してい る%他 方,中 小企業 向け貸出残高の金融機関別
構成 を見 てみ る と,ユ957年時点で,.設備 資金貸 出残高構成 比で は,全 国銀行
52.43%,民間中小金融機関13.99%目),政府系金融機 関33.83%であ った。高度
成長期 までの時期 において,中 小企業 に とって政府系金融機 関が重要であ った
ことが確認で きる%
.しか しなが ら,1960年代 末頃か ら1970年代 頃になると,こ う した構造 は次 第
に変化 してい った。全 国銀行の貸出態度 の変化,信 用金庫 など民間中小企業専














前述 の全 国銀行の貸出残 高の資料 では,1960年代後半か らは,中 小企業向け
貸 出の増減 は,大 企業向 けのそれ と同様 の推移 を示 してい る。すなわち,.限界
的貸付先 として 中小企業が位 置づ け られ る といった傾向や,融 資の大企業への
集 中は,次 第 に緩和 されて きたので ある。 とりわ け1970年代始めには,過 剰 流
動性 の存在が顕著 とな り,金 融情勢 が緩和 した。大企業の資本市場での資金調
達 は拡大 し,他 方で は全国銀行 が中小企業向 け融資 に も積極的 に取 り組むよ う
にな った8♪。1993年末 の資料 で は,全 国銀行 の中小企 業向 け設備資 金貸 出残 高
は,中 小企 業へ の設備資金融 資総額の73.5%を占め るが9〕,それ に対 して,中
小企業専 門金融機関 による貸付 の比率 は政府系 を除 くとユ4.5%にとどま る。政
府系金融機関 は,中 小企 業への融資残.高を次第 に増大 させてい るが,そ れで も
全 国銀行の貸出拡 大のために、 中小企業へ の融資全体 に占め る割合は大 きく低
下 して お り,12.0%に過 ぎない10)。
以上みて きた要素 を考慮す ると,全 体 と.して,中 小企業全体の問題であ っお
金融難 は,近 年相 当程度改善 され て きてい るといえ ようだろ う。
大企業の銀行離 れが進 むにつれ,金 融機関 は貸出の伸び悩みに直面するよ う.
にな り,ま たBIS規 制11,の適用 など も相扶 って,量 的拡大を 目標 とす る従来
の経営の見直 しが必 要 となった。従来 よ りも利ざやの多寡が重 視きれるよ うに
な り,利 ざや の大 きい中小企業や個 人向 けの貸付 が強化されるよ うになってき
たのである18)。














貸出は低迷 してい る13)。中小企業 は,バ ブ ル経 済以降の景気低迷や資産価格 下
落の影響で,実 物取 引需 要の鈍化 に直面 してお り,こ れは資金需要の減少 に帰
結 してい る。他方,資 金供給 の側で も,中 小企業の財務 内容の悪化'4〕や資産担









期 には金利の変動が激化 した。そのため,銀 行の金利引き上げ要求が強かった
にもかかわらず,中 小企業にと.っても借入が容易になつだ%し か しながらこ







13)1980年代 には,全 国銀行の中小企業向け貸出残高 の伸び率 は,年10%前後で あった。 しか し.
バプ,レが破裂 した後の1990年以降の時期には,伸 び率は2%台 に大幅に鈍化 している。
14)中小企 業の借 入金が急増す るのに伴い,有 利子負 債依存 度が 』拝 している。 そ して,売 上高経
常利益率 が低迷 してい るので,債 務償還年数 は急激 に上昇 している。 したが って,借 入れ を増加
させる余地 も少な くな って来 ている。
15)田島秀雄,「中小企業 を巡 る金融環境の現状 と課題」,「商工金融」1993年5月号。
16)全国銀行 の中小企 業向け貸 出残 高は,1980年度の53兆3900億円か ら1992年には180兆6900億に
.ヒ弄 したが,貸 出先数は208万7300件か ら217万39001t一Aの増大 にとどま ってい る。 したがって,


























17)1993年12月末 までの資料 か ら見れば,全 国銀行 の中小企業向 け貸付の中の設備資金の貸付 は僅
か30.09%であ り,中小企業専門金融機関の場合は28.45%であった.r商工金融上,1994年4月号,
43-44ページから計 算 した。
18)財団法 人研 究開発型企 業育成セ ンター,「業務案 内』1ペ ー ジ,『債務 保証 事業 について」83
ペー ジu
56〔286}..第158巻 第3号
その他,国 の政策 に基づ き,各 都 道府県では各種 の研究 開発型 中小企業融資
育成制度L9)が採用 されてい る。 日本においては,中 小 企業 に対す る支援制度の




台湾で は,中 小企業向 けの金融制度はかな り整備が進んで来たが,十 分 とは
言 えない。それゆえ,政 府 の管理下 には ない地下金融が台湾の中小企業 にとっ
て不 可欠の資金調達源 となってい る罰,。日本及び台湾 において,一 般的 に中小
企業の財務 問題 としては,自 己資本比率の低 さ21},短期債務返済能力の弱 さ鋤,
長期借款 比率 の低 さ23),債務比率の高 さ鋤 な どが指摘で きる。一
・般 に,借 入企業 の規摸 は,貸 付銀行の規模 におお よそ対応 する傾 向が ある。
1
つ ま り,大 銀 行は大企業 に貸付 け,中 小金融機関 は中小企業に貸付 ける とい う
構図であ る。1960年代 まで,日 本 の全国銀行 による中小企業向 け融資残 額は中
小企業向 け融資残額全体 の69.2%を占め たが,全 国銀行の融資残額に占める中
小企業 向けの割 合は35.01%であ った(1962年末 まで)25)。現在,台 湾で は この
比率 はそれぞれ75.3%及び33,7%(1993年11月まで)35}であ る。高度成 長期 の
日本で,中 小 企業が金 融機 関の限界貸 出先 として の性格 を有 していた ことは既
19>たとえば,技 術 改善費保 証金,中 小企業向 け技術開発金,中 小企業技術高度化対策費保証金 な
どが挙げ られる。
20)台湾の全企業の資金調達先に占める割 合で は,地 下金融部 門は24%を超 えてい る。中小企業の
み をとれば,こ の比率はさ らに高 くなるであろう 〔表4)。
21)中小企業の 自己資本比率は常 に大企業よ りも低 い。
22)中小企業の短期借款に占め る割合が高いため,企 業 の流動資金が低す ぎ,経 営 に不利である。
23)長期借款の占め る割.含が低 くなる と,中小企 業の短期資金調達 も不利 になる。機械設備の購入
が短期借款 によ り調達され,財 務管理原則 に違反す るこ とになるか らで ある。
24)台湾の製造業 中小企業の大部 分は家族経営 企業なので,所 有権 と経営権が一体化 してお り,外
来 の資本参加 よ りも借人の方 を好む。 したが って.重 い利息 の負担だ けで なく,会 社運営や資金
調達 にも不利な影響があ り,不 景気の場 合は特 に厳 しい。




に述べたが,台 湾で は,.まだそ うした傾向が残存 しているので ある。
日本においては,こ のような規模別の対応関係 は,1970年代以降弱 まってい
る。1993年末 まで の全国銀行の 中小企業向け融資残額 は中小企業融資残額全体
の72.4%を占めるが,全 国銀行の企 業向け融 資残額 に占める中小企業 に対 す る
融資残額 の比 率は,62.4%に上 昇 してい る切。す なわ ち,中 小企業 向け融 資の
成長.率は大企業む けのそれ よりもは るか に高か ったのであ る。
全国銀行の中小企 業向け融資 が増 大す る一方で,反 対 に中小企 業専 門金融機
関の大企業への融資 も増 えてい る。 日本 において は,1960年代後半か ら 「金融
効率化」 が強調されるよ うにな り,コ ス トダウン,貸 出の大 口化が要請 され る
ようにな った駆)。こ うした状 況の下で,中 小企 業専 門機関の大企業への貸出が
拡大 した。他方,台 湾で は,中 小企業専 門金融機 関全体 の中小企業向 け融資は
各 中小企 業専 門銀行 とも融資 総額の7割 以上で あ って(表2),い まだ法律 に
違反す る水準 ではないが,そ の比率 は年々低 ドしてい る29,。台湾 で も,中 小企
業専門金融機関の貸 出先 の多様化 は明 らかであ る。
日本 で も台湾で も,中 小企業専 門金融機関の預金構成では,家 計 の貯蓄型預
金 が大 きな割合 を占め てお り,資 金 コス トは相対 的に高 くなる3。,。如何 に して
効率 的な経営 を行 うかが死活的な問題 とな るのであるが,こ うした効率化 の努
力 の一環として,貸 付先の選別 と表裏一体の,貸 付先の多様化が進んだのである。
日本では,全 国銀行に よる中小 企業向け貸付 の中に占める長期貸出の割合 も


































































(出所)r中 華民 国台湾地区国民所得」,行政 院主計慮,客 年。
ことな ど利 率の点にあるのみで はな く,貸 付 期間の長 さに も.あるので ある。台
湾 の場合,1979年の中小企業専 門金融機関 の総貸出残高 に占め る巾,長 期鋤貸
出残高 の比率V111%であ ったが,1992年にはその比率 は66.3%に上.昇している。
中小企業専 門金融機 関による総貸 出に占め る設備資金貸出の割合は,1982年ま
で の9.34%から1992年には34.4%に.ヒ昇 している鋤。 中小.企業 の資金調達 問題
は著 しく改善 してい るといえよ う。
以上,日 台両国で共通 の問題 を論 じてきたが,経 済発展の度合や経 済政策 の
あ り方が異 なる以上,両 国の間で状況が大 きく異 なる問題 も少 な くない。
まず第一点 として,中 小企業金融 の主体 の相違 を指摘 で きる。 日本において
は,三 つ の政府系中小企 業金融機 関を除けば,中 小企業金融 は民 間金融機 関の
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企 業への融資 において もよ り柔軟であ るといえよ う。 それ に対 して,台 湾 にお
いては,ほ とん どの金 融機 関は国営であ る醐。八つ の中小企業.専門金融機 関の
うちで は,政 府系 と して は台湾中小企業銀行が数 えられ るのみであ るが,中 小
企業へ の八行 の融資残高の総額 の5割 弱 に達す る部分 を台湾中小企業銀行一行
が 占めてお り,政 府系 金融機 関の重 要性 は明 らかであ る。
そのほか 日本で も台湾で も各種 の組合組織金融機 関が存在す るが,法 律 によ
り法人企業へ の貸 出が禁止 され てい るので,中 小企業へ の融資効果 は小 さい鋤。
組合組織 金融機 関は,一般 的に,組 合員か ら出資 を受 ける とともに預金 を受 け
入れ る。組合 員以外か らの預金 はあ る程度限 られているので,資 金調達 コス ト
が高 くつ き,し たが って貸出金利 が どう して も高 くな りが ちであ る。
第二.に,中小企業の資金調 達先 につ いての 日台の相違 を見てみ ると,両 国 と
も 「二重 構造」罰 を有 してい るので はあるが,そ の内容 は大 き く異 なる。戦後
の 日本の金融制度の特徴 は,間 接金融方式 の優位であ り,金 融政策当局は,基
本利子率制度 を採用,人 為 的に利子率 を低位 に置いていた。 しか し,事 実上,










表3銀 行別の借貸構造(台 湾) (%)
年 別
預 金 貸 出



























けに くくなってお り,借 人企業の規模に よる利子率格差が形成 された。
それに対 して,台 湾 の二重構造 とは,管 理 された金融体系 と管理 されていな
い金融体系 の存在 のことであ る。台湾では1970年まで,国 内投資額が国民 貯蓄
額 を上回 っていたため(表1>,資 金供給 はつ ねに不足 していた。金融機 関か
ら借 り入れす ることの出来 ない企業は民 間の地下金融で資金 を調達 した。.資金
調達 に占める地下金融の割合は全企業平均で24.65%を占めてい る(表4)3η。
分 母か ら公企業 を除外す ると,こ の数字 は36,32%に達 す る認〕。製造業 中小企
業に限れ ば,こ の比率 はさらに高 まるであろ う。利子率 の高い地下金融 に依存
した経営 を強 いられてい るとい うことは,中 小企業 の資金調達難が依然解消 し
ていないことを意味 してい る。
第三に,中 小企業専 門金融機関の貸借構造 の相違が指摘で きる。 日本の場合
には,つ ね に貸 出が預金 を上回 っている。 日本 の中小企業 は融資の利便や企業
の信用度 を高 めるため に,全 国銀行 との関係 を強化す るこ とを望んでい る。 こ
うした期待 を背景 に,中 小企業 は,中 小.企業専 門金融機 関か らの借 り入れを全
国銀行へ預金 し,将 来の融資 を期待 す るとい う期待融資貯金 に転換 してい るの
である。 日本 の中小企業 は,全 国銀行 の潜在 的預金者 として広 く認め.られてい




















































平均 56.27 6.94 12.14 24.65
(註)1.貨幣市場 霜商業手形+銀 行支払い保証為替手形 。
2甲資本 市場=株 価(額 面)十 寸士債D
3.地下金融 一家庭借 り貸 し+企 業間の相互融資。
(出所)(台 謝 中央銀行 『中華民国台湾地区金融統計 月報」 の各号 よ り作成。









小企業専門金融機関には政府による規制 も厳 しく,また新設の民営銀行 との競
39)全国銀行の預金構造から見 れば,法 人預金額 は個 人預金額 を ヒ回 っている。例えば,1962年に
全国銀行 の預金 残高別 か ら見れば,法.人頽金額は個人預金額 の1.5倍であ る。当時の 中小企業専
門金融機関であ る相互銀行の場合は,個.人頽 金額が俵入預金額の1,8倍で あった。鈴木浜』,r中
小企業金融」,113ページ。ただ し,1994年5月末 までの資料では,都 市銀行の場 合,法 人預金額
は個人預金額 とほぼ等 しいに もかかわらず,中 小企業専門.金融機関であ る信用金庫の場合,個 人
預金額は法人預金額の3.17倍であった。 日本銀行,『経済統 計月報』,1994.6.254-55ペー.ジ。
Φo)信用組合を含む。

































い うまで もない。 と りわ け,経 済 の国際化,自 由化 の流れの下では,市 場原理.
を否定す るような無差別的な助成 を行 うことには疑問が もたれて当然であ る。
し.たが って,機 能的 な中小企 業育成政策が重要で ある と考 えられ よう噸。
中小企業 の資金調達先では,い まだ金融機 関を通 じての間接 金融方式 は重 要
な役割 を果 た してい る。特に,利 子.率の 自由化が不完全であ る場合や,企 業信
用 の格付制度が不完全 な場合 は,流 動 的な資本市場 を中小企業が利 用 した場合,
リスクの集 中や,企 業の属人化 とい う問題が生 じて くる可能性 があ り,中 小企
業 自身にとって も問題 となりうる。
しか しなが ら,日 本で も台湾で も,店 頭市場4のを通 じて,中 小企 業 による資
本市場か らの直接の資金調達 も行 われるよ うになってきてい る。台湾で も,資
本市場 の規則緩和が進み,ハ イテ ク企 業の株式上場 は,一 定の条件 が満たされ
れ ば,第 三種株45,としての扱 いで 許可 され るよ うになった。中小企 業の資本市
場へ の参入 は意味深い現象である。
中小企業すべてに対 し,一 律 に融資条件 を緩和す るならば,債 務不履行 な ど
の問題が大量発 生す るで あろ うこ とは明らかであ る。 これは当然,社 会 に膨大
なコス トを負担 させ ることになる。 したが って,間 接 金融方式 で,金 融機 関が
経営の審査 をお こな った上で融資 を行 うこ とは,こ う した危 険性 の予防 とい う
点で大 きな意味を持 っている といえよ う。
金融 自由化,効 率 化の中で は,中 小企業専 門金融機関の位置付 けが難 しい と
い うことも政策金融 の大 きな問題で ある。全国銀行の中小企業 への貸付比率が
増 えるの に応 じて,中 小.企業専 門金融機関 の業務範囲の限定 も緩和 され るべ き





























日本の 「信用保証協会法」樹 は1953年8月に制定 された。台湾で も1974年7
46}信用保証協会は,信 用力 ・担保 力等の不足 によ り,銀行等 の金融機関か ら貸付 を受け るのが困
難 な中小企業 に対 して,そ の借人債務を保 証 し,中小企業 に対す る融資の円滑化 をはか ることを
目的 として設立 された社団俵入である。 口本全 国に52の協会 があ り,これ ら協会の ヒ部団体 とし
て,(社)全 国信用保証 協会連.合会が ある。協 会の運営は,主 として信用保証料 と資産 の運用.益
によって行 ってい るが,国 及び地 方公共団体 は これに財政援助 をし,協 会の業務運営の円滑化 と
経営基盤 の安定化 を図 ワている、保証を受 ける際に企業が協 会に払 う保証料 は、一般保証 につい
ては年1.00彫であ る。そのほかについては金額 別の保証料率 の設定が され,ま た地場産業振興等
に対す る低保 証料 率の適用な どの制度が設 けられ ている。中小企 業庁 編.『中小企業施策 のあ ら





















か ら信用保証の対象を拡大 し.た。 これに伴い,製 造業の場合は資本額上限を
50%に高められた。
信用保証は一般に,金融機関の審査を通して行われる.日本では再審査制度
が採用されているが,台 湾の場合には一回審査に限られる。 したがって,金 融





















(註)比 率が相対的 に低 くな って も,保 証残高がマイナス成長であ るとはか ぎらない。
(出所 〉 〔台湾)中 小 企業信用保証基金編 「中小企業信用保証基金年報」 各号。
(日本〕 中小企業信用保険公庫編 「中小企業信用保険公庫月割 各号 。
表6信 用保証倍数(信 用保証残高/資 本金または基本財産)



















(註)韓 国 の保証 は大企業 を含む。
(出所)(台 湾)中 小企 業信用保証基金編r中 小企業信用保証基金年報」各号 。
(日本)中 小企業信用保 険公庫編 「中小企業信用保険公庫月報」各 号。
(日本〕全国信用保証協 会連合会編 『信用保証」血 路,1994,に基づいて,筆 者が計算 した。
表 ア 債務不履行により代納された金額が保証債務残高に占める比率(%)




















(註)(代位弁償一 回収/保 証債 務残高)か ら算出された もの。
(出所〉(台 湾〉中小企業信用保 証基金編 『中小企業信用保証基金年報」.,各.号。
(日本)中 小企業信用保 険公庫編 『中小企業信用保険公庫 月報」,.各号。
(日本)全 国信用保証協会連合会編 『信用保証』 晦88,1994,に基づいて,筆者が計算 した。
用保証残高 の基準融資 に対す る倍率は,台 湾で6.98倍(1989年)であ り,日 本
の6,19倍及 び韓 国の6.67倍とほ とん ど差 が ない(表6)4%台 湾で は,法 律 中
に20倍 とい う数 字 が 明 記 さ れ て い る が,こ れ は 上 限 を 示 した も の で,必 ず し も
49)(保証債務残高/資 本金)の 比 率。 月本の場合は,信 用 保険公庫の保険 を受 けた部 分を除 く,
全国信用保証協会 自己負担の平均 比率(一 般 に20%一30%1である。つ ま り,(保証債務残高/基
本財産)×0,25ワ
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目標 としての性格 を持つ ものではない。
台湾 の信用保証基金の一件当た り保証限度 は8割 であ り,日 本,韓 国め全額
保 証よ りも低 い。台湾で は,銀 行 自身は2割 の リス クを負わ なければ ならない
のである。 日本 の場合 は,中 小企業信 用保 険公庫 を通 じて再保険で きる し,企
業診断上制 度軸,)によ り中小企業の営業状態 を把 握で き,全 額保証 を支 えてい る。
台湾の場合には,こ うした制度 は整備 されていない5%
保証 費用率 につい ては,台 湾で は均一.一保 証費用率(現 在 の ところO.75%であ
る〉 を採用 している。差別化保証費用 率を採用 する と,ゴコス ト増 につ なが ると
されているからで ある。 し.かし,保 証費用 率の一.律の適用 は,情 報の非対称 の
.下では,逆 選択(Adverseselection)とい う効果 を持 ち鋤,そ の結果基 金を濃
して しま う可能性が ある。 もっとも,中 小 企業の信用格付 けを確立す るならば,
逆選択 を避 けつつ,低 コ.ストでの差別化保証費用率 の実施 が可能 となるであ ろ
う。
信用保証機構 の経営 についてみてみ ると,台 湾の信用保証基金 は利益が少な
いD韓 国で は設立以来ず っと欠損 続 きである。 日本 の信用保険公庫は1988年か
ら黒字 に転換 した。信用保証機構 も長期 的に欠損状態 を続 けることで きないの
で あるが,本 来 の役割であ る融資の媒介 とい う観点か らは,あ ま り利益 が累積
してゆ くこともまた望 ま しくない。
他方貸付が焦 げ付いて代納 された金額が,保 証残高 に占める割合 は,台 湾で
は0、26%であ り,日 本,韓 国 よ りもず っ と低 い(表7)。 これ につ いては,台
湾中小企業 の信用保証 におい ては日本の ような保険公庫 の再保険が欠如 してい





























融資を助成する。 また,財 務管理や会計制度をも指導する。1982年7月か ら


































53)日本 の製造業の付加価値 生産性 では,大 企業 を100とする と,300人以下の中小企 業では1981年
の50,2から1991年の49.6へと推移 してお り,企業規模周の格差 はむ しろ拡大 して きた.
70(300)第158巻 第3号
で,中 小企業 も技術 を高度化 させ,大 企業 が進 出 しに くい新 しい技 術分 野 に進
出 している。こ うした技術開発 は,リ スクは大 きいが,同 時 に大 きな外部経 済
を も有 している。 そのた め,こ れ らの技術 開発 が市場競争 の下で公正 に行われ
うるよ うにするためには,政 府 の環境整備が必要である。
いずれにせよ,1970年代 の後半 には,中 小企業の量的な意 味で の資 金調達 の
困難は大幅に緩和 された。1980年代以 降は,質 的 な問題,つ ま り自己資本比率
の低 さ,技 術力の向上,技 術者 の確保が問題 と して認識 され るようになった。
.今 日においては,中 小企 業を金融 的手段 によってのみ支援す る政策は,限.界に
突 き当た った といえ るだろ う。 したが って,中 小企業の他の助成政策を も検討
す る必要であ るが,こ の問題 につ いては稿 を改 めて論ず ることにしたい。
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